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 日本林業協会は9月17日（水曜日）に林業団体懇談会を開催し、林野庁の牧元幸

司林政部長、本郷浩二森林整備部長、黒川正美国有林野部長が出席して、平成27年

度林野庁関係予算の概算要求について、それぞれの所管分野についての要求概要を

説明した。 

秋元林政部長 林野庁予算概算要求額は前年比16.9％増を確保 
 林野庁の概算要求額全体の動向について説明した

牧元幸司林政部長は、林野庁の平成27年度予算概算

要求・要望額は総額3,410億円で前年比16,9％増を内

容としたものであり、農林水産省全体の要求・要望

額の伸び率14.1％を大きく上回るもの。これは一般

公共事業費の中で森林整備事業費を前年比25.4％増

として計上するなど、森林吸収源対策の必要性が高

く評価されたことによるものであり、この分を農林

水産省としては負担するといった結果となっている

点を強調した。この森林整備については、昨年まで

は「付けてやらないといけない」というような言い

方だったが、今年は「必要なことは分かっている」という言い方に変わってきてお

り、施策の重要性については理解がすすんでいる点を指摘しながらも、国の収入源

といえる税環境が非常に厳しい状況に有るだけに、要求額の確保に向けてはあらゆ

る努力を図っていきたいとの姿勢を示した。 
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 なお、具体的な予算要求項目の説明に当たっては、非公共でハードものを整備する予算として森

林・林業再生基盤づくり交付金を前年の22億円から今回は50億円を計上し「思い切った積み上げ」を

行ない、CLT等の新たな製品の安定供給に必要な木材加工流通施設の整備を支援するとともに、9月で

支給対象期間が終了する木材利用ポイント事業に代わり、今度は川下対策として新たな木材需要創出

総合プロジェクトを新規事業として立ち上げ、木材利用促進のための予算を束ねることとした―な

ど、予算編成の背景も説明した。 

本郷森林整備部長 森林整備関連高い伸び率を確保ながら

―52万㌶の目標には届かず  

 森林整備関係予算の説明に立った本郷浩二森林整備部長は冒頭

で、概算要求額としては前年度予算額比25.4％増という高い伸び率

を確保しながらも、これが満額予算として確保できたとしても47

万㌶の森林整備しかできない状況で、毎年52万㌶の森林を整備しな

ければならないという国際協約上の責務は果たせない。年末にむけ

て予算額の確保に全力を注ぐ一方で、もし補正予算等があるならそ

れに関しても森林整備につなげる予算の確保を積極的図っていかな

ければならないことを強調した。 

 なお本郷部長は補正予算の動向に関して、措置されるかどうかは

わからないが、安倍総理は消費税10％への引き上げの決定を12月に

発表される7-9月期のGDPの結果を見て決断されるとされている。となれば、もし補正が組まれた場合

は、本予算が決定してから補正予算が組まれることとなり、都道府県段階の予算審議を踏まえれば、

1-2月で補正を詰めなければならず、日程的にも非常にタイトとなるだろう―との見解も表明した。 

黒川正美国有林野部長 主伐体制移行にともない苗木供給

体制の整備等も課題 
 国有林野事業の概算要求の概要説明を行った黒川国有林野部長は

一般会計移行後の2年目の予算ということで、国有林事業に特定し

た予算計上は難しくなっているが、地球温暖化を防止するための間

伐等の森林施業や路網の整備等を着実に実施し、かつ国産材の安定

供給体制を実現するという意味から森林整備事業は前年度予算額比

12.8％増の予算案を策定、集中豪雨や地震等に対する山地防災力の

強化という観点から治山事業費も同比17.3％増という予算要求をし

たとして、公益重視の管理経営を志向しつつ、森林・林業再生に向

けた貢献と需要拡大に対応できる安定供給を大きな目標としている

点を強調した。なお、国有林は来年度から主伐での事業展開に移行していくが、利用期を迎えた森林

は国有林だけではなく、今後需要が急増する苗木の供給安定体制を確保する事業や、再植林した苗木

を鳥獣害から守るための研究や実証実験などの取組もこれから進めて行くとの方針を表明した。 

20日（水）自民党農林水産戦略調査会・農林部

会合同会議（平27年度農林関係概算要求） 

21日（木）公明党農林水産部会（予算・台風） 

27日（水）自民党農林水産戦略調査会・農林部

会・農政推進協議会合同部会（概算要求） 

27日（水）自民党平成26年豪雨・台風等災害対

策本部（広島県大規模土砂災害等） 

28日（木）自民党鳥獣捕獲緊急対策議員連盟

（銃刀法改正、予算概算要求等） 

29日（金）自民党国土強靭化総合調査会（平成

27年度国土強靭化関係予算概算要求） 

29日（金）自民党・木質バイオマス・竹資源活

用議員連盟総会（再生可能エネルギー） 

 3日（水）第２次安倍改造内閣発足 西川公也

氏が農林水産大臣に就任 

11日（木）特用林産物生産量平成25年速報発表 

13日（土）西川大臣及び政務官が宮城・福島両

県の震災被害復旧状況を視察（14日まで） 

17日（水）国有林野事業推進協議会（平成25年

度国有林野の管理経営に関する基本計画の

実施状況の説明について） 

17日（水）林業団体懇談会（永田町ビル） 

18日（木）森林と林業10月号編集会議 

19日（金）木材需給会議（平成26年第Ⅳ～平成

27年第Ⅰ・四半期の需給予測策定） 

9月の業界・協会の動き 8月の国会の動き 


